
宮崎県アドベンチャーツーリズム研修会運営業務委託企画提案競技実施要領 

 

１ 目 的 

主に欧米豪からの外国人観光客誘致において高付加価値で持続可能性のある旅行としてアド

ベンチャーツーリズム（以下「ＡＴ」※という）が注目されており、本県においても、県内観光

関係者を対象としたＡＴに対応した人材育成と、ＡＴ促進の機運醸成とを目的とした研修会を実

施するもの。※アクティビティ、自然、異文化体験のうち２つの要素以上で構成される旅行形態 

本要領は、この研修会運営業務実施に際し、最も効果的な企画を実行できる事業者を選定する

ために行う企画提案協議の実施に関し、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 委託業務の内容 

別添仕様書のとおり 

 

３ 委託料 

委託料は、２，５５０，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。）を上限とする。 

※ 委託業務に係る全ての経費を含む。 

 

４ 委託期間 

契約締結日から令和５年３月３１日まで 

 

５ 参加資格 

次の(1)から(8)までの全ての条件を満たす法人であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

(2) 政治活動及び宗教活動を主たる活動の目的としていないこと。 

(3) 国、都道府県、市町村等が発注する業務、事業において、入札参加資格停止又は指名停止の

措置を受けていないこと。 

(4) 宮崎県暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団、又は代

表者及び役員が同条第４号に規定する暴力団関係者でない者 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続きの申立てがなされている

者でないこと。 

(6) 県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないこと。 

(7) 受託業務に関するノウハウを有し、かつ当該受託業務を円滑に遂行するための必要な経営基

盤を有していること。 

(8) 地方税法（昭和25年法律第 226号）第 321条の４及び各市町村の条例の規定により個人住民

税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に居住 している者に限

る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者又は特別徴収を開始することを誓約した

者。  

(9) 宮崎県内に本店又は営業所がある者  



(10)その他、県との協議に真摯に対応し、事務処理を遅滞なく処理できること。 

 

６ スケジュール 

(1) 実施公告         令和４年１２月 ２日（金） 

(2) 参加申込期限       令和４年１２月１３日（火）午後５時 

(3) 質問書受付期限      令和４年１２月１３日（火）午後５時 

(4) 企画提案書等提出期限   令和４年１２月１９日（月）午後５時 

(5) 審査（書面審査）     令和４年１２月２２日（木） 

(6) 審査結果通知       令和４年１２月下旬予定 

 

７ 企画提案競技への参加申込 

下記(1)の書類を５部（原本１部、写し４部）作成し、下記(2)のとおり提出すること。 

(1) 提出書類 

ア 企画提案協議参加申込書（様式第１号） 

イ 企画提案書（任意様式） 

  企画提案書には、次の事項について記載すること。 

   

①研修内容 

  ・事業目的及び本県におけるＡＴ展開方針を踏まえた適切な研修内容を提案すること。 

  ・参加者同士や、参加者と県内でインバウンド誘客に取り組む関係者との連携・協力関係

の構築を推進するような研修内容を提案すること。 

  ・目的に沿った講師や視察研修先を提案すること。 

  ②周知・広報 

  ・本研修会の開催が広く周知され、ＡＴに意欲的な人材の発掘が期待できる周知・広報手

法を提案すること。 

 

ウ 企画提案書等提出様式（様式第３号） 

エ 誓約書（様式第４号） 

オ 団体等概要書（様式第５号） 

カ 見積書（任意様式） ※ 内訳が分かるように記載してください。 

キ 会社概要（既存資料・パンフレットで可） 

(2) 提出方法等 

ア 提出方法 郵送又は持参 

イ 提 出 先 〒880-8501 宮崎市橘通東２丁目１０番１号 

宮崎県商工観光労働部観光推進課 海外誘致・ＭＩＣＥ担当 

ウ 提出期限 令和４年１２月１９日（月）午後５時まで（必着） 

 

８ 質問の受付及び回答 

(1) 受付期間 

令和４年１２月１３日（火）まで 

(2) 質問の方法 

別添「質問書（様式第２号）」に記入の上、電子メールにて宮崎県商工観光労働部観光推進



課海外誘致・ＭＩＣＥ担当宛て送付すること。 

（質問書提出先 E-mail：ogawa-fumino@pref.miyazaki.lg.jp） 

(3) 質問に対する回答 

質問者に対して質問受付日より原則３営業日以内に回答するものとする。ただし、仕様書等

の変更に係る回答については、企画提案競技参加者全員に回答する。 

 

９ 審査等 

(1) 審査方法 

県の審査員が、申込者の提出書類により、別紙の審査基準に従って書面審査を行う。 

(2) 審査結果の通知 

令和４年１２月下旬に、申込者に文書で通知する。 

 

10 契約の締結 

県は、上記９の審査において選定した事業者と協議し、委託の内容について合意に達した場合

は、当該事業者と委託契約を締結する。なお、合意に達しない場合は、次点の事業者と契約締結

の協議を行う。 

 

11 その他 

(1) 今回の企画提案競技への参加に要する経費については、申込者の負担とする。 

(2) 提出書類は、返還しない。 

(3) 提出書類の著作権は作成者に帰属し、県は、無断で使用しない。 

(4) 次のいずれかに該当するときは、その申込は無効とする。 

ア 申込者が上記５の参加資格を満たさない場合 

イ 提出書類に虚偽の内容があった場合 

ウ 申込者が、直接的又は間接的に、県の審査員又は職員に対して審査に関する不正な接触を

行った場合 

(5) 上記 10 の協議により、申込者の提案内容に変更を加えることがある。 

(6) 受託者は、契約の締結時に、契約保証金として契約金額の１００分の１０以上の額を県に納

付しなければならない。ただし、宮崎県財務規則第１０１条第２号各号に該当し、県が同項

により納付を免除する場合を除く。 

(7) 委託料は、精算払いにより支払う。 

(8) 成果品の著作権等一切の権利は、県に帰属する。 

(9) 令和３年度「宮崎県アドベンチャーツーリズム研修会運営業務委託」の業務報告書の閲覧を

希望する場合は、企画提案協議参加申込書（様式第１号）提出後に、その旨を下記 12の問い合

わせ先まで連絡すること。 

 

12 問い合わせ先 

宮崎県商工観光労働部観光推進課 海外誘致・ＭＩＣＥ担当 小川 

所在地：〒880-8501 宮崎県宮崎市橘通東２丁目１０番１号 

電 話：０９８５－２６－７５３０ 



ＦＡＸ：０９８５－２６－７３２７ 

E-mail：ogawa-fumino@pref.miyazaki.lg.jp 


